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　　　1.組織の概要

・名称及び代表者名

　　北九州樹脂株式会社

　　代表取締役社長　白石　哲夫

・ 所在地

　　本社　　北九州市八幡西区夕原町3番18号

・環境管理責任者及び担当者氏名並びに連絡先

　　環境管理責任者　寶場　康広　TEL 093-632-7400

　　環境管理担当者　白石　卓也　TEL 093-632-7400

　　E-mail  main-office@kk-jyushi.co.jp

・事業内容

　　プラスチック成型材料製造業（廃プラスチックを含む）

　　産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業

・事業規模

　　従業員数　9人

　　延べ床面積　568㎡(事務所81㎡／工場487㎡)

　　製品出荷額　75,000,000円／年

　　製品生産量　840トン／年

　　法人設立年月日　H26年7月1日

　　資本金　1,000,000円

　　売上高　97,000,000円／年

　　廃棄物の収集運搬量　150トン／年 試行期間（4月ー6月）：29.6トン

　　廃棄物の処分量　200トン／年 試行期間（4月ー6月）：44.2トン

・事業年度

　　2月1日～翌年1月31日

・認証・登録の対象範囲(組織・活動)

　　1  対象事業者名　北九州樹脂株式会社

　　2  対象事業所　　本社

　　3  対象事業活動　プラスチック成型材料製造業（廃プラスチックを含む）

　　　　　　　　　　産業廃棄物収集運搬業

　　4  認証登録範囲　全社・全組織・全活動
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　　　2.組織図及び許可等

　

　　　　（1）組織図

　　　　（2）許可等

その他

有 無

平成31年10月15日 積替保管なし

平成36年10月14日 許可の条件なし

その他

平成31年10月31日

平成36年10月30日

北九州樹脂株式会社

代表取締役社長　白石哲夫

役員

本社（6人）

許可項目（事業の範囲）

事務(2人)

製造(4人)

優

良

認

定

制

度

認

定

事

業

者

都道府県

及び政令

指定都市

積替

許可の年月日

及び有効年月日
許可番号

廃

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

類

金

属

く

ず

ガ

ラ

ス

く

ず

等

汚

泥

廃

油

木

く

ず
積替保管施設の

所在地及び面積

許可の条件

産業廃棄物収集運搬業

● ● ● ●福岡県 ● 第04000179460号 ● 無

産業廃棄物処分業 許可項目（事業の範囲） 優

良

認

定

制

度

認

定

事

業

者

都道府県

及び政令

指定都市

事業区

分

許可の年月日

及び有効年月日
許可番号

廃

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

類

金

属

く

ず

ガ

ラ

ス

く

ず

等

汚

泥

廃

油

木

く

ず
積替保管施設の

所在地及び面積

許可の条件

●

北九州市
中間

処理
第07620179460号

●

破

砕

無許可の条件なし
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　　　(3)施設の状況

　　　(4)保有車両の状況

車両番号 使用目的

北九州100は2809 収集運搬

北九州11や8962 収集運搬

北九州400さ4246 収集運搬

日産　プリメーラ 北九州300ぬ1237 営業等

破砕施設（No.1）

廃プラスチック類　以上1種類

北九州市八幡西区夕原町3番5

平成28年11月24日

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

1日あたり0.7トン（8時間）

破砕施設（No.2）

廃プラスチック類　以上1種類

北九州市八幡西区夕原町3番5

平成28年11月24日

1日あたり1.5トン（8時間）

破砕施設（No.3）

廃プラスチック類　以上1種類

北九州市八幡西区夕原町3番5

1日あたり1.7トン（8時間）

施設の種類　

三菱　小型ダンプ

処理能力

施設の種類　

設置年月日

処理能力

施設の種類　

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

処理能力

産業廃棄物の種類

設置場所

2,000㎏

令和元年10月25日

車種 最大積載量

いすず6ｔウイング 6,400㎏

日産　ユニック 5,250㎏
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廃プラスチック　

再利用 廃棄処分

産業廃棄物処理工程図

廃プラスチック

最終処分地

前処理作業

作業場

選　別

破砕
切断 ・ 破砕

フレコン詰め

出　荷 運　搬

フレコン詰め
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　　　3.環境経営方針

　　基本理念

　　行動指針

　　1. 二酸化炭素の排出削減に取り組みます。

　　　節電、並びに機械操業時における効率的なエネルギー使用を推進します。

　　2. 廃棄物の削減　

　　　事務処理の電子化を進め、紙やインク等の使用削減を図ります。

　　　再生原料の製造工程での廃棄物の削減を推進します。

　　3. 水使用量の削減

　　　節水を推奨し、水使用量を削減します。

　　4. 排出元と協力し環境負荷の少ない廃棄物の処理工程への転換を目指します。

　　5. 工場内の環境保全に取り組みます。

　　6. 地域社会の環境保全に関しても尽力します。

　　7. 資源の循環率を高める為、より品質の高い商品の製造を目指します。

　　8. 事業活動に関連する環境関連法規や条例等を遵守します。

　　9. この環境経営方針は、従業員全員に周知するとともに、全従業員一丸となり

           環境保全に取り組むものである。

　　10. この環境経営方針は広く一般に公表します。

令和4年2月1日制定

北九州樹脂株式会社

代表取締役社長　白石哲夫

　　北九州樹脂株式会社は、プラスチック再生原料の製造及びプラスチック廃棄物の運

搬、並びに中間処理事業を通じて、循環型社会の形成に貢献するとともに、持続的環境

保全活動により環境への負荷低減にも積極的に取り組みます。

　環境経営システムを構築・運用し環境負荷の低減に対して継続的・積極的に取り組み

ます。そのために環境経営目標及び環境経営活動計画等を定め、以下内容を重点的に取

り組みます。
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　　　4.中期環境経営目標

基準年度

14269 62328 61698 61069

-1% -1% -2% -3%

569 623 617 610

1% 1% 2% 3%

21957 96567 95591 94616

-1% -1% -2% -3%

876 965 955.2 945.5

1% 1% 2% 3%

339 1337 1324 1310

-1% -1% -2% -3%

1897 8270 8187 8103

-1% -1% -2% -3%

61212 231056 228722 226388

-1% -1% -2% -3%

47.5 206 204 202

-1% -1% -2% (%)

4
生産性の

向上
売上/人数 － 現状把握 現状把握

※電気の二酸化炭素実排出係数は九州電力の 0.391kg-CO2/kWhを使用

※化学物質の使用無し

製品・サービスに

関する事項
実績より決定

3 総排水量（使用水量）の削減 ｍ３ 208

2 廃棄物総排出量の削減 kg 233390

ℓ 1351

4 軽油使用量の削減 ℓ 8354

1

2
kWh/売上高

(百M)
975

電力使用量の削減 kWh 97542

単位

目標

2021年度
2022年度

4月～6月
2022年度 2023年度 2024年度

kg-CO2 62958

kg- CO2/

売上高(百M)

629

1 二酸化炭素排出量の削減

3
ガソリン使用量の削

減

環境目標

電力使用量の削減

二酸化炭素排出量の

削減
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　　　5.当年度の主要な環境経営計画

　1．二酸化炭素総排出量の削減　　　　　

　　　（1）電気使用量の削減

　　　　　・事務所関連

1 空調の適温化に務める

2 不要時の消灯の徹底

3 不要時の節電（パソコン等OA機器類）

4 LED等省エネ製品使用への移行

　　　　　・工場関連

1 機械操業の効率化

2 不要時の消灯の徹底

3 不要時の機械類の電源OFF

　　　(2)燃料の使用量削減

　　　　　・ガソリン

1 省エネドライブの励行

2 配車計画の合理化

3 アイドリングストップの励行

　　　　　・軽油

1 省エネドライブの励行

2 配車計画の合理化

3 リフト運転と搬送方法の見直し

　2．廃棄物総排出量の削減

1 工程改善等による廃棄物発生率の低減

2 産業廃棄物から有価物への移行

　3．水使用量の削減

1 日常的な節水の励行

2 製造における水の循環型再利用システムの構築

　4．生産性の向上

1 既存の機械類の生産効率評価・改善

2 労働分配率の再評価・改善
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　　　6.環境経営計画の実施体制

氏名

白石卓也

白石卓也

尾崎須賀子

森田芳子

大岡るみ

白石卓也

村山新

權藤圭介

村山新

寶場康広

代表取締役社長

白石哲夫

EA21委員会

白石卓也

環境管理責任者

所属 役割・責任・権限・使命

EA21事務局

白石卓也

総務部門 製造部門 運輸部門

尾崎須賀子 白石卓也 權藤圭介

森田芳子 村山新 村山新

大岡るみ

白石哲夫 代表取締役社長

経営における課題とチャンスを整理・明確化し環境経

営方針の策定、及び実施体制の構築・実施の指揮を執

り、全体の結果を評価する

寶場康広 環境管理責任者
環境経営システムの全体の把握と執行・及び社長への

報告

製造部門
廃棄物排出量の管理・工場における電力、水の消費量

の管理

運輸部門 車両燃料（ガソリン・軽油）の消費量管理

EA21委員会
環境経営目標の達成状況及び活動計画の実施状況を審

議する

EA21事務局 EA21関連文書及び記録類の作成・維持・管理

総務部門 事務所及びその周辺における、電力・水消費量の管理
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　　　7.目標の実績

基準年度

62328

-1%

623.0

-1%

96567

-1%

965.0

1%

1337

-1%

8270

-1%

231056

-1%

205

-1%

4
生産性の

向上
売上/人数 － 現状把握

実績より

決定

※化学物質の使用無し

※電気の二酸化炭素実排出係数は九州電力の 0.391kg-CO2/kWhを使用

47.5

25224

688.3

47035

1283.4

262.5

2412.5

49260

96

製品・サービスに関

する事項

569

21957

875.5

339.6

4

3

kg- CO2/          売

上高(百M)

629.0

-27%

ガソリン使用量の削

減
ℓ

8354

2

電力使用量の削減 kWh

975.0

1
二酸化炭素排出量の

削減

kWh/売上高

(百M)

61212

-102%

120%

-21%

-114%

-47%

123%1351

233390

97542

電力使用量の削減

1897.8軽油使用量の削減 ℓ

3 総排水量（使用水量）の削減 ｍ３ 208

2 廃棄物総排出量の削減 kg

　　・2022年4月～2022年6月の施行運用期間における実績は以下の通りである。

2022年度4

月～6月

1 二酸化炭素排出量の削減 kg-CO2 62958

環境目標 単位
2021年度 2022年度

14269

2022年度4

月～6月

目標の

達成率

-77%

実績目標
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　　　8.環境経営計画の取組結果とその評価

8-1. 二酸化炭素排出量の削減

(1) 電力使用量の削減

(2)燃料の使用量削減

　・軽油

　・ガソリン

8-2. 廃棄物の排出量削減

8-3. 水使用量の削減

8-4. 製品サービスに関する事項

　数値目標は設定していないが設備・機器の生産性の向上、人的生産性の向

上の2点において改善が認められる。結果的に廃棄物の削減（加工ロスとして

前年4-6月平均の56%）・稼働日数の削減（稼動日数に対する有給休暇月平均

が2日増）することができた。

　削減目標を1%としたが、4～6月の実績では目標達成率－114%の結果と

なった。この要因は生産量の増加に伴い機械設備の運転・稼働時間が増加し

たことによる。

　削減目標1%で27%の増加結果となった。要因としては出荷数量の増加・構

内運搬荷積み量の増加が考えられる。

　削減目標1%に対し23%の削減に至った。要因としては営業車の使用が減少

したことによる。

　削減目標1%に対し20%の削減に至った。要因は生産効率の上昇による廃棄

物の削減と従来廃棄物品を有価物へと転換できたことによる。

　削減目標1%としたが200%上昇結果となった。要因としては一時、水循環

システムの故障があったこと、生産量の増加による使用量上昇によるもので

ある。
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　　　9.今年度(2022年4月～2023年3月)の環境経営目標及び環境経営計画

82351.8 81519.9 80688.1

-1% -2% -3%

657.0 650.3 643.7

-1% -2% -3%

143662.9 142211.7 140760.6

-1% -2% -3%

1146.1 1134.5 1123.0

-1% -2% -3%

1110.6 1099.4 1088.2

-1% -2% -3%

9479.1 9383.3 9287.6

-1% -2% -3%

199.8 197.7 195.7

-1% -2% -3%

336.6 333.2 329.8

-1% -2% -3%

4
生産性の

向上
売上/人数 現状把握 現状把握

※電気の二酸化炭素実排出係数は九州電力の 0.391kg-CO2/kWhを使用

※化学物質の使用無し

実績より決定

　前項より機械稼働率上昇による削減目標の未達を改善するため、環境経営目標の見直し

を行う。以下修正内容は2022年度1月～6月の半年間のデータより2022年度の平均予測数値

を算出。それを元に中期目標を設定した。2022年度も引き続き数値の収集を行い、年度末

には改めて適正な目標数値を算出する。又、節電・節水等の日々の活動を経営計画の通り

継続して行っていく。

1157.7

1121.9

9574.8

201.8

340.0

製品・サービスに関

する事項

41591.8

663.6

72557.0

1157.7

560.9

4787.4

100.9

170.0

83183.6

663.6

145114.0

2 廃棄物総排出量の削減 t

1 二酸化炭素排出量の削減 kg-CO2

電力使用量の削減
kWh/売上

高(百M)

3 総排水量（使用水量）の削減 ｍ３

3
ガソリン使用量の削

減
ℓ

4 軽油使用量の削減 ℓ

1
二酸化炭素排出量の

削減

kg- CO2/

売上高(百M)

2

電力使用量の削減 kWh

2023年度

目標基準年度

2024年度

※以下、試行運用期間より環境経営目標の修正

環境目標 単位 2022年度

1月～6月

2022年度

予測平均
2022年度
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　　　10.環境関連法規などの遵守状況及び違反、訴訟等の有無

順守状況

収集運搬車両の表示
　法１２条１項
　令６条１項１号
　規則７条の２の２第１項、３項

○
収集運搬車・備え付け書類
　　令６条１項 ○
保管・積み替え保管場所の表示
　法１２条２項、１４条１２項
　規則８条
事業場外の保管
　法１２条３項、４項
　法１２条の２，３項、4項

○

産業廃棄物管理票（マニフェスト）の送付及び回付
　法１２条の３第２項、３項
　規則８条の２３、８条の２５ ○
産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出
　法１２条の３第６項
　規則８条の２７ ○
産業廃棄物管理票送付・回付
　法１２条の３第７項、
　　１２条の５第５項
　規則８条の２８、８条の２９

○

産業廃棄物管理票の写しの保存
　法１２条の３第８項、９項
　規則８条の３０ ○

環境関連法規等の取りまとめ

　環境関連法規などの一覧及びそれらの遵守状況を確認した結果、環境関連法規への違反は無く、関係当局

からの違反の指摘、利害関係者からの訴訟等もありません。

及び順守状況のチェック結果

廃棄物処理法
（廃掃法）

産業廃棄物処理業

産業廃棄物収集
運搬業

法律名等
適用対象施設、設

備、作業等
適用条項

廃棄物の処理及
び清掃に関する

法律
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産業廃棄物処理委託契約
　法１２条３項、４項、５項
　規則８条の２、８条の３、
　　　　８条の４、８条の４の２

○
産業廃棄物処理委託契約書の保存
　法１２条４項
　令６条の２第４号
　規則８条の４の３

○

産業廃棄物処理業等許可の取得及び許可更新、事業の範
囲
　法１４条１項、２項
　令６条の９（産業廃棄物処理業）
　法１４条の４第１項、第２項
　令６条の１３
　（特別管理産業廃棄物処理業）

○

産業廃棄物処理業等変更の許可
　法１４条の２（産業廃棄物処理業)
　法１４条の５（特別管理産業廃棄物処理業） ○
産業廃棄物処理業等における適正処理
　法１４条１２項（産業廃棄物処理業）
　法１４条の４第１２項（特別管理産業廃棄物処理業） ○

産業廃棄物処理業
帳簿の作成および保存
　法１４条１５項
　法１４条の４第１６項
　　 → 法７条１５項、１６項

○
産業廃棄物処理施設の設置許可
　法１５条１項、２項、３項
　令７条
　規則１１条、１１条の２、
　１１条の３

○
産業廃棄物処理施設の変更許可等
　法１５条の２の５
　規則１２条の８、１２条の９、
　１２条の１０、１２条の１０の２

○
産業廃棄物処理施設の維持管理
　法１５条の２の２
　規則１２条の６、１２条の７、
　　最終処分基準省令２条２項

○
産業廃棄物処理施設技術管理者の設置
　法２１条
技術管理者の資格
　法２１条３項
　規則１７条

○

廃棄物処理法
（廃掃法）

廃棄物処理法
（廃掃法）

産業廃棄物処理業
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特定施設の事前届出と変更届出
法第６条、法第８条 ○
規制基準の遵守
法第５条 ○

消防法

対象物質
木材加工品及び木
くず
（特定指定可燃
物）

設備基準と点検
法第１７条の３の３
規則３１条の４、６ ○

フロン排出抑制
法

平成27年4月1日施
行　　　　　　・
業務用エアコン

・空調機器
・冷凍機器
・冷蔵機器

全業種に適応・機器を廃棄する際は、第一種フロン類充
填回収業者に依頼しなければならない。（法改正前から

の義務） ○

騒音規制法
対象施設
コンプレッサー
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　　　11.代表者による全体評価と見直しの結果と指示

　全世界的なカーボンニュートラル・SDGs(一部)等の環境保全に向けた活動

が活発化している中、プラスチックの産業廃棄物処理、並びにマテリアル再

生事業を行う弊社としてもその責任を果たしていくとともに使用エネルギー

等の削減により、業績を向上させることを目指し、この度EA21の認証取得に

取り組むものである。

　実際に活動に取り組んだ4～6月の試行運用期間では社員全員に節電・節

水・燃料の削減・廃棄物の削減の意識を持たせることから始まり、その定着

　しかし環境経営目標の達成に至っていない項目が多く、特に電気の使用量

は基準時と比べて大幅に増加している。その要因は製品製造量の増加、付加

価値の向上に伴い機械設備の稼働が増加していることによる。これらの要因

は弊社としては必要なプロセスであると同時に向き合っていく問題でもあ

る。

　試行運用期間を経てまずは目標の見直しから始めることが必要であると思

われる。そのために今後とも使用量に関するデータ収集と分析を継続して

行っていく。それと同時に社員に芽生えた削減意識を高く保っていくこと・

日々の作業の中での削減を継続して行っていくことを励行してゆく所存であ

る。
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